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2はじめに

◼ 需給調整市場においては、2024年度から全商品の取引が開始され、そのうち、GF（一次）およびEDC（二次②
～三次②）では広域調達が既に開始されており、この時、地域間連系線の運用容量制約によって、広域調達した
調整力の広域運用が制限されることがないよう、 「マージン（以下、ΔkWマージン）」を設けて運用している。

◼ 一方、一次調整力ΔkWマージンについては、2022年度第1回運用容量検討会（2022年5月13日）において、
フリンジとΔkWマージンの二重確保により、必要以上に運用容量を低下させてしまうことになる可能性があり、対策の
必要性が指摘されている。

◼ この点、第6回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年3月14日）にて、地域間連系線における
GFのΔkWマージンの扱いについて、将来的にはフリンジで対応することが基本的な考え方となることを踏まえ、バック
キャストにより対応方法を変えることも提案され、関連する審議会と連携して検討を深めていくこととされた。

◼ 今回、これらの議論内容や一次調整力をとりまく状況を踏まえて、一次調整力のΔkWマージンの取扱いについて、
検討したいため、ご議論いただきたい。



3(参考) 需給調整市場における検討課題について

出所）第55回需給調整市場検討小委員会（2025年4月15日）参考資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_55_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_55_haifu.html
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6調整力の広域調達とΔkWマージン確保について（１／２）

◼ 調整力については、2020年度までは一般送配電事業者が公募により調達していたが、2021年度以降、公募に
よる調達に加え、新たに開設された需給調整市場からも調達が可能となった（公募と市場調達の併用）。

◼ その後、2024年度からは、調整力の大宗を需給調整市場から調達することとなり、GF（一次）およびEDC
（二次②～三次②）で広域調達が開始され、LFC（二次①）は、2027年度から広域調達を開始する予定。

出所）第52回需給調整市場検討小委員会（2024年12月5日）参考資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_52_sankou_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_52_sankou_01.pdf


7調整力の広域調達とΔkWマージン確保について（２／２）

◼ また、現行の地域間連系線における具体的なΔkWマージン確保については、下図イメージの通りとなる。

◼ 安定限界潮流からフリンジ分を控除※した運用容量をベースに、 GF（一次）およびEDC（二次②～三次②）の
広域運用のため、全ての制約要因（熱容量／同期安定性／電圧安定性／周波数維持）に対して、各商品の
広域調達量に応じて、ΔkWマージンを設定している。

フリンジ分

週間計画 週間計画

空き容量
空き容量

ΔkWマージン
(週間商品)

ΔkWマージン
(週間商品)

ΔkWマージン
(三次②)

スポット市場
約定分

時間前市場
約定分

ΔkWマージン
(週間商品)

空き容量

空き容量
空き容量

週間計画 週間計画 週間計画

ΔkWマージン
(週間商品)

ΔkWマージン
(三次②)

スポット市場
約定分

運用容量

スポット市場
約定分

週間計画を
確保

Δ週間約定分
(広域調達)

をマージンとして
確保

スポット市場
約定分を確保

三次②約定量
(広域調達)

をマージンとして
確保

安定限界潮流からフリンジ分を控除（長期計画）

時間前市場
約定分を確保

連系線枠確定フロー
（同期安定性制約、電圧安定性制約、周波数維持制約（一部）の場合)

※ 同期安定性制約、電圧安定性制約、周波数維持制約（一部）が対象。



8一次ΔkWマージンの課題（１／２）

◼ 前述のΔkWマージンについては、EDC（正確にはKJC）であれば連系線空き容量の範囲でしか指令できないため、
広域調達量に対してΔkWマージンを設定しておかないと、広域運用できない（発動制限がかかる）こと※となる。

◼ 一方で、GF（一次）は、時々刻々と変化する極短周期の需要変動等による周波数偏差のみを検出し、発電機
自らが発電出力を制御する（自端制御）。

◼ このため従来より、GF（一次）は広域運用されており（言い換えるとΔkWマージンがなくとも広域運用は可能）、
この広域運用の結果として、GF成分が地域間連系線にフリンジとして重畳することとなる。

Aエリア

地域間連系線
需要増

周波数低下

Bエリア

Aエリアの需要増に伴い同期連系系統
の周波数が低下（需要＞供給）

Aエリア

地域間連系線
需要増

周波数低下

Bエリア

周波数偏差を検出し、GF運転中の発電機
が出力を自端制御（出力増）

検出

Bエリアで発動するGFが地域間連系線を
介してAエリアへ流れる

（Aエリアで需要変動（例：需要増加）） （A・BエリアのGFが応動）

【需要変動に伴うGF成分の発動イメージ】

※ 2027年度から広域調達開始予定のLFC（二次①）も、広域LFCが連系線空き容量の範囲内で指令するため、同じ状況となる。
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STEP1：インバランスネッティング STEP2：広域メリットオーダー運用

◼ 地域間連系線の計画値（𝑃0）は間接オークションにより定まり、その後、各エリアが調達した調整力とGC後の電源
余力を踏まえ、KJC（演算周期5分）の広域需給調整（インバランスネッティング・広域メリットオーダー運用）に
より、調整量𝜶が加算された計画値（𝑷𝟎 + 𝜶）へ5分毎に変更される。

◼ この調整量𝛼の演算は地域間連系線の空き容量の範囲内で行われるため、EDC広域調達量相当のΔkWマージン
を設定しておかないと、広域調達したEDCが広域需給調整で活用できない（広域運用できない）こととなる。

出所）関西電力送配電HP「広域需給調整について」を参考に作成
https://www.kansai-td.co.jp/supply/initiatives/kjc.html

Aエリア

エリア需要

エリア発電

150
250

エリア需要

エリア発電

100

Bエリア地域間連系線 Aエリア

エリア需要

エリア発電

エリア需要

エリア発電

100

Bエリア地域間連系線

100

100

50

50

𝑷𝟎 + α(= 150)

上げ調整

上げ調整

Aエリアで不足インバランス（250）が発生。Bエリアの余剰イン
バランス（100）と相殺（インバランスネッティング）することで、
Aエリアの不足インバランスが軽減（250⇒150）。

EDC必要量（150）に対して、各エリアから集約したメリット
オーダーリストに基づいて調整力を配分
（下図の例では、Aエリア100／Bエリア50が最も安価）

インバランスネッティングと広域メリットオーダー運用の結果、
地域間連系線の計画潮流𝑃0は、調整量𝜶（=150）が加算
された計画値（𝑷𝟎 + 𝜶）へ変更される

（参考） EDC（KJC）の広域運用について

https://www.kansai-td.co.jp/supply/initiatives/kjc.html


10（参考） LFCの広域運用について

◼ 広域LFCでは、広域調達した二次①調整力を、地域間連系線の空き容量の範囲内で割り振ることから、系統制約
で発動が制限されることがないよう、ΔkWマージンを確保する見通し（二次①の広域調達開始後）。

出所）第10回需給調整市場検討小委員会（2019年3月28日）資料4より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_10_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_10_haifu.html


11一次ΔkWマージンの課題（２／２）

◼ すなわち、自端制御のGF（一次）については、原理上は、安定限界潮流からフリンジ分を適切に控除すれば、
ΔkWマージンを設定せずとも、広域調達・広域運用が可能（広域調達した調整力の発動を制限せず、広域運用
で安定限界潮流を超過することもない）と考えられる。

◼ 一方、フリンジ分の控除量については（広域調達開始前の）過去実績から算定しているため、広域調達開始後に
フリンジが拡大するか把握できないことから、フリンジとΔkWマージンで二重に確保しているのが現状であり、必要以上
に連系線空き容量を減少させている可能性があることが課題となる。

出所）第１回運用容量検討会（2022年5月13日）資料3より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/unyouyouryou/2022/unyouyouryou_2022_1_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/unyouyouryou/2022/unyouyouryou_2022_1_haifu.html


12（参考） 将来の考え方との整合（バックキャストによる対応）

出所）第６回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年3月14日）資料4より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_unyouyouryousagyoukai_06_haifu.html

◼ また、第6回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年3月14日）において、地域間連系線における
GFのΔkWマージンの扱いについて、将来的にはフリンジで対応することが基本的な考え方となることを踏まえ、バック
キャストにより対応方法を変えることも提案され、関連する審議会と連携して検討を深めていくこととされた。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_unyouyouryousagyoukai_06_haifu.html
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14一次調整力をとりまく状況について

◼ 2024年度より一次調整力の広域調達が開始されたものの、現状では応札不足の状況が続いており（広域調達
された実績が少なく）、実績データからフリンジの傾向等について論じることは難しい。

◼ そのため、今後それらの傾向が把握できることを前提に、複数の観点から一次ΔkWマージンの必要性について論じ、
一次ΔkWマージンの今後の取扱いについて整理を行う。

出所）電力需給調整力取引所「2024年度上期の取引実績について」 （2024年12月6日）より抜粋
https://www.eprx.or.jp/information/summary.php

https://www.eprx.or.jp/information/summary.php


15一次ΔkWマージンの必要性（供給力面）

◼ 需給調整市場に応札されるリソースには、周波数や需給バランスの変動に対応する価値の提供が期待されている。

◼ このうち、需給バランスに大きく変動が生じた場合には、短期間でGF（一次）が動作し、順次、LFC（二次①）、
EDC（二次②～三次②）が動作する形で、供給力（kWh）を提供する側面も持ち合わせている。

◼ この点、第86回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023年5月29日）において、ΔkWの供給力
計上について整理され、一次調整力については、継続時間が5分以上とされており、30分単位でkWhを供出できる
要件とされていないことから、供給力計上しない整理とされている。

◼ 従って、供給力を確保するという観点からは、一次ΔkWマージンを設定する必要性はない（廃止可）と考えられる。

出所）第86回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023年5月29日）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/chousei_jukyu_86_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/chousei_jukyu_86_haifu.html


16（参考） 需給調整市場における商品要件

◼ 一次調整力の継続時間は5分以上となっており、30分単位でkWhを供出できる要件とされていない。

出所）第55回需給調整市場検討小委員会（2025年4月15日）参考資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_55_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_55_haifu.html
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出所）第２回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年8月29日）資料4より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_unyouyouryousagyoukai_02_haifu.html

一次ΔkWマージンの必要性（制約要因）

◼ 続いて、運用容量の制約要因別に一次ΔkWマージンの必要性について整理を行う。

◼ これは前述のとおり、安定限界潮流からフリンジ分を適切に控除すれば、ΔkWマージンを設定せずとも、広域調達・
広域運用が可能と考えられるものの、そもそも地域間連系線におけるフリンジの考え方（取り扱い）は制約要因に
よって異なることから、次頁以降では熱容量制約・同期／電圧安定性制約・周波数維持制約に分けて整理する。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_unyouyouryousagyoukai_02_haifu.html


18一次ΔkWマージンの必要性（熱容量制約）

◼ 熱容量制約においては、フリンジにより限界潮流を超過した状況で、N-1故障等が発生した場合には、設備の上限
温度を瞬時的（数秒～数分）には超過することとなるが、フリンジ程度の瞬時的な超過であれば下図の限界潮流
と時間の関係性から、機器寿命への影響は限定的であることから、フリンジに伴う限界潮流の超過は許容している。

◼ 上記を踏まえると、元々、GF（一次）は自端制御であり広域調達分の発動が制限されることはなく（発動制限を
回避するためのΔkWマージンは必要なく）、また広域調達の進展によってフリンジが多少拡大したとしても問題ない
（瞬時的超過を許容している）ことから、熱容量制約の地域間連系線については、一次ΔkWマージンを設定する
必要性はない（廃止可）と考えられる。

出所）第1回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2024年7月19日）資料6より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_1_06.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_1_06.pdf


19一次ΔkWマージンの必要性（同期／電圧安定性制約）

一次調整力
広域運用による

潮流増

潮流（MWh）

時間

安定
限界潮流

運用容量一次ΔkWマージンに
よる計画潮流抑制

潮流実績反映

実績潮流

計画潮流

安定限界潮流からフリンジ分を控除

実績潮流

計画潮流

フリンジ・一次調整力広域運用
による潮流増も安定限界潮流

を超過しない

一次広域調達の進展
一次ΔkWマージン廃止

◼ 同期／電圧安定性制約においては、フリンジにより限界潮流を超過した状況で、N-1故障等が発生した場合には、
瞬時に連鎖的な電源脱落による発電支障等に発展する可能性があることから、フリンジに伴う限界潮流の超過は
許容していない（限界潮流からフリンジを控除することで、一瞬たりとも限界潮流を超えないよう運用している）。

◼ この点、広域調達の進展によってフリンジが拡大する（それにより限界潮流超過する）可能性があることを考えると、
何の手当もなく一次ΔkWマージン不要とは出来ない一方で、フリンジは毎年、直近5ヵ年の潮流実績の3σ値から
算出するものであるため、一次の広域調達が進展していけば（潮流実績に反映されるようになれば）、自ずと一次
ΔkWマージンの必要性はなくなると考えられる。

◼ そのため、同期／電圧安定性制約に関する一次ΔkWマージンについては、基本的には廃止する方向性としつつも、
適用時期をいつにするかは一次広域調達の進展とフリンジの関係性について見極めた上で判断することとしたい。



20一次ΔkWマージンの必要性（周波数維持制約１／３）

◼ 周波数維持制約については、常時周波数変動で限界潮流超過リスクを管理しているため、フリンジの多寡は直接的
には関係しない一方、GF（一次）の偏在に伴い、GF不足のエリアがkWh受電時に連系線ルート断が発生すると、
周波数低下幅が大きくなるため、その影響軽減（潮流抑制）を目的としたΔkWマージンを確保している。

一次エリア外調達時の周波数低下

余力 余力

（ルート断）

Aエリア Bエリア

電源不足状態

ΔkW

kWh

Ｇ1 Ｇ2

ＧＦ ＧＦ
Ｇ1 Ｇ2

Ｇ1 Ｇ2 周波数低下

Ｇ1 Ｇ2

ＧＦ ＧＦ
下げ調整

Aエリア Bエリア

kWh流入時

連系線ルート断時におけるAエリアの周波数応動イメージ

エリア外に一次が存在

エリア内に一次が存在

UFR

連系線ルート断系
統
周
波
数

※連系線潮流は同じ



21一次ΔkWマージンの必要性（周波数維持制約２／３）

◼ 一方で、GF（一次）は時間遅れを伴って動作するものであるため、広域調達によりエリア内のGF（一次）が減った
ことに伴う「周波数維持限度潮流」の低下量よりも、広域調達でエリア外確保となったGF（一次）量を「一次ΔkW
マージン」としてそのまま控除（潮流抑制）した量の方が大きく、実態としては過剰な控除になっている。

◼ すなわち、GF（一次）広域調達時にエリア内確保量が少なくなる課題に対しては、ΔkWマージンによる潮流抑制
ではなく、本来的には周波数低下に特化した別の方法による対応が望ましいと考えられるところ。

出所）第31回需給調整市場検討小委員会（2022年8月19日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_31_haifu.html

エリア内GF（一次）減少による
周波数維持限度潮流低下量
1.82%（=5.2%ー3.38%）

エリア外GF（一次）量を
一次ΔkWマージンで控除した量
3.0%（=5.2%ー2.2％）

＜

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_31_haifu.html


22一次ΔkWマージンの必要性（周波数維持制約３／３）

◼ この点、異常時対応調整力の考え方見直しにより、広域調達有無によらずGF（一次）確保量は少なくなっており、
その影響評価と対応（系統制御を活用した低下補填等）については既に検討が始まっているところ。

◼ そのため、周波数維持制約に関する一次ΔkWマージンについては、基本的には廃止する方向性としつつ、適用時期
については上記検討状況や他制約要因との平仄を踏まえ判断することとしたい。

出所）第55回需給調整市場検討小委員会（2025年4月15日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_55_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_55_haifu.html


23（補論）ΔkWマージンの設定方法について

◼ 現状、エリアを跨いだ複合約定時のΔkWマージンについては、一次調整力から優先してマージン確保しているため、
今後、一次ΔkWマージンを廃止するにあたっては、これらの設定方法についても変更する必要がある。

出所）第86回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023年5月29日）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/chousei_jukyu_86_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/chousei_jukyu_86_haifu.html
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25まとめと今後の進め方

◼ 今回、これまでの議論内容や一次調整力をとりまく状況を踏まえて、一次調整力のΔkWマージンの取扱いについて、
検討した結果については以下のとおり。

➢ （供給力面）現状、一次調整力は供給力計上しない整理となっているため、供給力を確保するという観点からは、
一次ΔkWマージンを設定する必要性はない（廃止可）と考えられる

➢ （熱容量制約）広域調達進展によってフリンジが多少拡大したとしても問題ない（瞬時的超過を許容している）
ことから、一次ΔkWマージンを設定する必要性はない（廃止可）と考えられる

➢ （同期／電圧安定性制約）広域調達が進展していけば、自ずとフリンジ実績に反映され、二重確保となる一次
ΔkWマージンの必要性はなくなることから、基本的には廃止する方向性としつつ、適用時期をいつにするかは一次
広域調達の進展とフリンジの関係性について見極めた上で判断することとしたい

➢ （周波数維持制約）広域調達有無によらず、GF（一次）確保量が少なくなる影響評価と対応（系統制御を
活用した低下補填等）についての検討は始まっていることから、基本的には廃止する方向性としつつ、適用時期に
ついては上記検討状況や他制約要因との平仄を踏まえ判断することとしたい

◼ 2024年度より開始された一次調整力の広域調達については、現状では応札不足が続いており（広域調達された
実績が少なく）、実績データからフリンジ傾向等について論じることは難しいことから、今後、必要な検討や対応準備
を進めていき、実際の一次ΔkWマージンの廃止時期については改めてお示しすることとしたい。


